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(57)【要約】
【課題】書類等の綴じ具において、綴じ具を開閉する際
の使用者による切替操作部の操作量を従来に比べて低減
することが可能な技術を提供する。
【解決手段】リングと、回動することでリングを閉姿勢
と開姿勢に切り替える切替操作部と、切替操作部を回動
可能に軸支するベース部と、を備え、リングは、切替操
作部が第１姿勢の時に閉姿勢となり第２姿勢の時に開姿
勢となり、切替操作部は、回動軸が設けられた本体部と
、本体部から延設されると共に押操作されることで切替
操作部を第２姿勢から第１姿勢に切り替える第１操作部
と、本体部から延設されると共に押操作されることで切
替操作部を第１姿勢から第２姿勢に切り替える第２操作
部と、を有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　開閉可能なリングと、回動することで前記リングを閉姿勢と開姿勢に切り替える切替操
作部と、前記切替操作部を回動可能に軸支するベース部と、を備え、
　前記リングは、前記切替操作部が所定の第１姿勢の時に閉姿勢となり、前記切替操作部
が所定の第２姿勢の時に開姿勢となり、
　前記切替操作部は、回動軸が設けられた本体部と、前記本体部から延設されると共に押
操作されることで前記切替操作部を前記第２姿勢から前記第１姿勢に切り替える第１操作
部と、前記本体部から延設されると共に押操作されることで前記切替操作部を前記第１姿
勢から前記第２姿勢に切り替える第２操作部と、を有する、
　綴じ具。
【請求項２】
　前記切替操作部は、前記第２姿勢から前記第１姿勢への切り替え時に回動する第１方向
と、前記第１姿勢から前記第２姿勢への切り替え時に回動する第２方向とが逆方向に規定
されている、
　請求項１に記載の綴じ具。
【請求項３】
　前記切替操作部は、前記第２姿勢の状態において前記第１操作部が前記ベース部に接近
する方向に押下されることで前記第１方向に回動し、前記第１姿勢の状態において前記第
２操作部が前記ベース部に接近する方向に押下されることで前記第２方向に回動する、
　請求項２に記載の綴じ具。
【請求項４】
　前記第１操作部は、前記切替操作部が前記第１姿勢の時に前記ベース部に当接する平坦
な第１当接端部を有し、
　前記第２操作部は、前記切替操作部が前記第２姿勢の時に前記ベース部に当接する平坦
な第２当接端部を有し、
　前記回動軸に直交する仮想平面において、前記第１当接端部の一端と他端とを結ぶ線分
から延出する第１仮想直線と、前記第２当接端部の一端と他端とを結ぶ線分から延出する
第２仮想直線とが鈍角に交差するように前記第１当接端部及び前記第２当接端部の相対角
度が規定されている、
　請求項１から３の何れか一項に記載の綴じ具。
【請求項５】
　前記ベース部は、
　前記切替操作部が前記第１姿勢の時に前記第１操作部の前記第１当接端部に当接する平
坦な第１ストッパ部と、
　前記切替操作部が前記第２姿勢の時に前記第２操作部の前記第２当接端部に当接する平
坦な第２ストッパ部と、を有する、
　請求項４に記載の綴じ具。
【請求項６】
　前記ベース部は、前記第１ストッパ部を底部として有する第１溝部と、前記第２ストッ
パ部を底部として有する第２溝部と、を有する、
　請求項５に記載の綴じ具。
【請求項７】
　前記切替操作部の頭頂部が前記リングの頭頂部よりも低い位置に設けられている、請求
項１から６の何れか一項に記載の綴じ具。
【請求項８】
　前記リングは、閉ループを形成する第１及び第２の半リング部材のそれぞれの先端部同
士を離間及び当接させることで開閉可能であって、
　前記第１及び第２の半リング部材のそれぞれの先端部は、最先端に位置する最先端面と
、当該最先端面よりも末端寄りに位置する中先端面と、リングの延伸方向に沿って延在す
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ると共に前記最先端面と前記中先端面とを接続する接続面と、を有し、
　前記切替操作部を前記第２姿勢から前記第１姿勢に切り替える際に回動する過程におい
て、前記切替操作部の回動が規制される回動終了位置に至る前に、前記第１及び第２の半
リング部材の各接続面同士が対向する、
　請求項１から７の何れか一項に記載の綴じ具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、綴じ具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　バインダー等の表紙体の内面には、複数のリング部材を備えた綴じ具が固定されている
。この綴じ具として、レバーをリングの開閉を切替える切替操作部とし、レバーの自由端
を使用者が回動操作することによってリングの開閉を切り替える、レバーアーチ式綴じ具
が従来から広く知られている。
【０００３】
　レバーアーチ式綴じ具として、例えば特許文献１に記載されている綴じ具がある。同文
献に記載の綴じ具は、金属板からなる帯板状のベース部と、このベース部に設けられ、互
いに対向する半リングで構成されるリングと、リングを閉姿勢と開姿勢に切り替えるため
の切替レバーと、切替レバーの回動位置に応じてリングの開閉度を調節するカム部を備え
ている。この綴じ具は、操作レバーが倒伏した第１位置で各リングが閉姿勢となり、切替
レバーが第１位置に倒伏した状態から回動する過程で各半リングの先端同士の当接が解除
され、切替レバーが当該先端の間を通過し、第１位置とは反対側の第２位置に倒伏するこ
とでリングが開姿勢となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第４８０４９０５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１に記載の綴じ具によれば、リングが開姿勢のときにおいても切替レバーが倒
伏し、切替レバーの自由端を各半リングの外側へ通過した退避状態にすることにより、使
用者が書類等を抜き差しする作業時に操作レバーが当該作業の邪魔にならないため、書類
等の差し替え時の作業性を向上させることができる。しかしながら、このような従来の綴
じ具においては、リングを開閉するために操作レバーを第１位置と第２位置との間を略１
８０°回動させる必要があるため、使用者による操作レバーの操作量が大きく、手間がか
かるという問題があった。
【０００６】
　本発明は、上記の問題を鑑みてなされたものであり、その目的は、書類等の綴じ具にお
いて、綴じ具を開閉する際の使用者による切替操作部の操作量を従来に比べて低減するこ
とが可能な技術を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するため、本発明は、以下の手段を採用した。即ち、本発明に係る綴じ
具は、開閉可能なリングと、前記リングを支持するリング支持部と、回動することで前記
リングを閉姿勢と開姿勢に切り替える切替操作部と、前記切替操作部を回動可能に軸支す
るベース部と、を備え、前記リングは、前記切替操作部が所定の第１姿勢の時に閉姿勢と
なり、前記切替操作部が所定の第２姿勢の時に開姿勢となり、前記切替操作部は、回動軸
が設けられた本体部と、前記本体部から延設されると共に押操作されることで前記切替操
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作部を前記第２姿勢から前記第１姿勢に切り替える第１操作部と、前記本体部から延設さ
れると共に押操作されることで前記切替操作部を前記第１姿勢から前記第２姿勢に切り替
える第２操作部と、を有する。
【０００８】
　本発明によれば、切替操作部は、リングを開姿勢から閉姿勢に切り替える際に操作する
第１操作部と、リングを閉姿勢から開姿勢に切り替える際に操作する第２操作部とを有し
ている。そのため、一つの操作レバーを略１８０°回動操作することでリングの開姿勢お
よび閉姿勢を実現する従来の綴じ具と比較して、リング開閉時における使用者による切替
操作部の操作量を少なくすることができる。
【０００９】
　ここで、切替操作部は、本体部、第１操作部、及び第２操作部が、合成樹脂等によって
一体に形成されていてもよい。
【００１０】
　ここで、前記第２姿勢から前記第１姿勢への切り替え時に回動する第１方向と、前記第
１姿勢から前記第２姿勢への切り替え時に回動する第２方向とが逆方向に規定されていて
もよい。これによれば、リング開閉時における使用者による切替操作部の操作量を好適に
少なくすることができる。この場合、前記切替操作部は、前記第２姿勢の状態において前
記第１操作部が前記ベース部に接近する方向に押下されることで前記第１方向に回動し、
前記第１姿勢の状態において前記第２操作部が前記ベース部に接近する方向に押下される
ことで前記第２方向に回動するように構成されてもよい。　これにより、第１操作部又は
第２操作部を押下するという簡単な操作によって、リングの開閉を切り替えることができ
る。
【００１１】
　また、前記第１操作部は、前記切替操作部が前記第１姿勢の時に前記ベース部に当接す
る平坦な第１当接端部を有し、前記第２操作部は、前記切替操作部が前記第２姿勢の時に
前記ベース部に当接する平坦な第２当接端部を有し、前記回動軸に直交する仮想平面にお
いて、前記第１当接端部の一端と他端とを結ぶ線分から延出する第１仮想直線と、前記第
２当接端部の一端と他端とを結ぶ線分から延出する第２仮想直線とが鈍角に交差するよう
に前記第１当接端部及び前記第２当接端部の相対角度が規定されていてもよい。例えば、
第１仮想直線と第２仮想直線とが略Ｖ字形状を形成するように本体部から延出される第１
操作部及び第２操作部の相対角度が規定されていてもよい。
【００１２】
　これにより、使用者は、切替操作部が第２姿勢のときは第１操作部を押下するだけで第
１姿勢に切り替えることができる一方、切替操作部が第１姿勢のときは第２操作部を押下
するだけで第２姿勢に切り替えることができる。つまり、切替操作部の第１操作部又は第
２操作部を押し下げるという単純な操作を行うだけで、リングの開閉を簡単に切り替える
ことができる。
【００１３】
　また、前記切替操作部が前記第１姿勢の時に、前記第１当接端部と前記本体部の前記回
動軸の軸心とが略同一直線上に位置するように構成されてもよい。
【００１４】
　また、前記ベース部は、前記切替操作部が前記第１姿勢の時に前記第１操作部の前記第
１当接端部に当接する平坦な第１ストッパ部と、前記切替操作部が前記第２姿勢の時に前
記第２操作部の前記第２当接端部に当接する平坦な第２ストッパ部と、を有していてもよ
い。これにより、第１姿勢及び第２姿勢の何れにおいても、切替操作部にガタつきが起こ
ることを抑制できる。
【００１５】
　また、前記ベース部は、前記第１ストッパ部を底部として有する第１溝部と、前記第２
ストッパ部を底部として有する第２溝部と、を有していてもよい。これによれば、切替操
作部が第１姿勢にある時には第１操作部の第１当接端部を含む側端部がベース部の第１溝
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部に受け入れられた状態で切替操作部を保持できる。また、切替操作部が第２姿勢にある
時には第２操作部の第２当接端部を含む側端部がベース部の第２溝部に受け入れられた状
態で切替操作部を保持できる。これにより、切替操作部を第１姿勢又は第２姿勢に安定し
て保持することができる。また、例えば切替操作部に対して本体部の回動軸を捻じるよう
な外力が不用意に作用したとしても、本体部の回動軸に作用する負荷が低減されるため、
回動軸の損傷を抑制することができる。
【００１６】
　また、前記切替操作部の頭頂部が前記リングの頭頂部よりも低い位置に設けられていて
もよい。これにより、リングの開閉操作の際に、第１操作部及び第２操作部が回動する際
に推移する軌跡とリングが開閉する際に推移する軌跡とが交差することを抑制できる。し
たがって、使用者が切替操作部を操作する際に、リングの先端部同士の間に指を挟んでし
まうことを抑制できる。
【００１７】
　また、前記リングは、閉ループを形成する第１及び第２の半リング部材のそれぞれの先
端部同士を互いに離間及び当接させることで開閉可能であって、前記第１及び第２の半リ
ング部材のそれぞれの先端部は、最先端に位置する最先端面と、当該最先端面よりもリン
グの末端寄りに位置する中先端面と、リングの延伸方向に沿って延在すると共に前記最先
端面と前記中先端面とを接続する接続面と、を有し、前記切替操作部を前記第２姿勢から
前記第１姿勢に切り替えるために各半リング部材を回動する過程において、前記切替操作
部の回動が規制される回動終了位置に至る前に、前記第１及び第２の半リング部材の接続
面同士が対向するように構成されてもよい。これによれば、閉じられたリングに対して外
力が加わることで各半リング部材が離間する方向に僅かに回動してしまったとしても、第
１及び第２の半リング部材の各接続面同士が対向していることで、紙葉等がリングから脱
落することを抑制できる。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、書類等の綴じ具において、綴じ具を開閉する際の使用者による切替操
作部の操作量を従来に比べて低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】図１は、実施形態に係る綴じ具の全体斜視図である。
【図２】図２は、実施形態に係る綴じ具の側面図である。
【図３】図３は、実施形態に係る綴じ具の平面図である。
【図４】図４は、実施形態に係る綴じ具の正面図である。
【図５】図５は、実施形態に係る綴じ具の全体斜視図である。
【図６】図６は、実施形態に係る綴じ具の側面図である。
【図７】図７は、実施形態に係る綴じ具の平面図である。
【図８】図８は、実施形態に係る綴じ具の正面図である。
【図９】図９は、実施形態に係る綴じ具のベース部材の平面図である。
【図１０】図１０は、図９のＤ－Ｄ断面図である。
【図１１】図１１は、実施形態に係る綴じ具のベース部材の側面図である。
【図１２】図１２は、図９のＡ－Ａ拡大断面図である。
【図１３】図１３は、図９のＢ－Ｂ拡大断面図である。
【図１４】図１４は、図９のＣ－Ｃ拡大断面図である。
【図１５】図１５は、実施形態に係る綴じ具の切替操作部の正面図である。
【図１６】図１６は、実施形態に係る綴じ具の切替操作部の側面図である。
【図１７】図１７は、実施形態に係る綴じ具の支持部材を示す図で、（ａ）は平面図、（
ｂ）は側面図である。
【図１８】図１８は、実施形態に係る綴じ具の支持部材を示す図で、（ａ）は平面図、（
ｂ）は側面図である。
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【図１９】図１９は、実施形態に係る綴じ具のバネ部材を示す図で、（ａ）は平面図、（
ｂ）は側面図である。
【図２０】図２０は、実施形態に係る綴じ具のリングを説明する図である。（ａ）は綴じ
具の部分斜視図、（ｂ）は綴じ具のリングの平面図である。
【図２１】図２１は、実施形態に係る綴じ具の要部の作用説明図である。
【図２２】図２２は、実施形態に係る綴じ具の要部の作用説明図である。
【図２３】図２３は、実施形態に係る綴じ具の要部の拡大断面図である。
【図２４】図２４は、実施形態に係る綴じ具の要部の拡大断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の好適な実施の形態について、図面を参照して説明する。但し、以下で説
明する実施形態は本発明を実施するための例示であり、本発明は以下で説明する態様に限
定されない。
【００２１】
　図１～４は、本実施形態に係る綴じ具のリングが開いた状態を示す全体図であり、図５
～８は、本実施形態に係る綴じ具のリングが閉じた状態を示す全体図である。
【００２２】
　本実施形態における綴じ具１は、金属板で形成されたベース部材２、ベース部材２の長
手方向に間隔をおいて設けられた２つのリング３、３、２つのリング３、３の中間部に設
けられた切替操作部４及びリング３、３を支持する支持部材５１、５２（図１７、１８参
照）を含む切替機構等を備えている。２つのリング３、３は、互いに対向する半リング部
材である第１半リング部材３１及び第２半リング部材３２を有している。
【００２３】
　切替操作部４は、ベース部材２に所定範囲内で回動自在に軸支されており、その姿勢を
図５に示す「第１姿勢」と図１に示す「第２姿勢」とに切り替えることにより、支持部材
５１、５２と協働してリング３、３を開閉するスイッチである。本実施形態では、切替操
作部４が図１に示す第２姿勢のときには、リング３、３における第１半リング部材３１及
び第２半リング部材３２の先端部３０同士が離間した「開姿勢」に維持される。一方、切
替操作部４が図５に示す第１姿勢に切り替えられると、リング３、３における第１半リン
グ部材３１及び第２半リング部材３２の先端部３０同士が当接した「閉姿勢」に切り替え
られる。
【００２４】
　図１、図２等に示すように、切替操作部４は、本体部としてのカム体４３と、カム体４
３を基端としてそれぞれ延設された第１操作部４１及び第２操作部４２を有している。第
１操作部４１と第２操作部４２は先端側が自由端となっており、これらが略Ｖ字型を形成
するようにカム体４３から互いに異なる方向に延出している。切替操作部４は、例えばポ
リアセタール樹脂等の合成樹脂で一体に形成されている。詳細については後述するが、切
替操作部４におけるカム体４３のカム軸４３１が、ベース部材２に対して回動自在に軸支
されており、カム軸４３１を中心として切替操作部４（カム体４３）をベース部材２に対
して相対回動させることで、切替操作部４を第１姿勢と第２姿勢とに切り替えることがで
きる。ここで、切替操作部４の第１操作部４１は、使用者がリング３、３を開姿勢から閉
姿勢に切り替える際に押操作するためのレバーである。一方、切替操作部４の第２操作部
４２は、使用者がリング３、３を閉姿勢から開姿勢に切り替える際に押操作するためのレ
バーである。
【００２５】
　図９～１４を併せて参照しながらベース部材２の詳細について説明する。図９は、実施
形態に係る綴じ具１のベース部材２の平面図である。図１０は、図９に示すベース部材２
のＤ―Ｄ断面図である。図１１は、実施形態に係る綴じ具１のベース部材２の側面図であ
る。図１２～１４は、図９のＡ－Ａ拡大断面図、Ｂ－Ｂ拡大断面図、Ｃ－Ｃ拡大断面図で
ある。
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【００２６】
　ベース部材２は、例えば一枚の金属板の加工（曲げ加工や絞り加工）により形成されて
おり、ベース部材２の表面（天板）を形成するように全体として上方へ湾曲加工されたベ
ース本体２１と、ベース部材２の側面（側板）を形成するようにベース本体２１の裏面側
へ向けて傾斜する形態で湾曲した両側の側片部分２２、２２とが金属板の加工により形成
されている。この側片部分２２、２２は綴じ具１の組立時に曲げ加工される。
【００２７】
　また、ベース部材２におけるベース本体２１は、上面からみて帯板状に長く形成され、
その両端部近傍には、例えばバインダーの表紙体の内面にビスやリベット等で固定するた
めの固定孔２４がそれぞれ設けられている。本実施形態においては、ベース部材２が一枚
の金属板の加工により形成されているため、部品点数を少なくすることで全体構成を簡素
化し、且つ加工精度を向上することができる。
【００２８】
　ベース本体２１の中央部には、カム体４３におけるカム軸４３１を軸支（軸受け）する
軸受け部２５、２５が形成されている。即ち、軸受け部２５、２５は２つのリング３、３
間の中央部に配置されている。軸受け部２５は、ベース本体２１の一部を表面側へ膨らむ
ように湾曲させた湾曲部分の内面２５ａにより形成されている。本実施形態において、軸
受け部２５、２５は断面半円形状を呈しており、その半円形の開放部分がベース本体２１
の裏面側（下方）を向いている。また、ベース本体２１における軸受け部２５、２５同士
の間にはカム体４３を配置するための開口２６が形成されている（図１３を参照）。この
ように、ベース本体２１の幅方向に互いに間隔をおいて向き合う形態で設けられた軸受け
部２５、２５の内面２５ａ、２５ａにカム体４３のカム軸４３１、４３１を挿入すること
で、ベース部材２に対して切替操作部４が回動自在に軸支される。
【００２９】
　更に、ベース部材２における軸受け部２５、２５の表面は、ベース部材２の側片部分へ
向かってそれぞれ下り勾配に傾斜する斜面２７、２７に形成されている。この斜面２７、
２７は、綴じ込む書類等の端縁部分が隆起した軸受け部２５、２５への接触によりに引っ
掛からないように円滑にガイドするためのガイド面として機能する。
【００３０】
　また、ベース本体２１における幅方向の両側近傍部位から側片部分２２、２２にかけて
、半リング部材３１、３２をベース本体２１の上へ突出させるための切欠き状のスロット
２８、２８がそれぞれ設けられている。更に、ベース本体２１の幅方向両側の側片部分２
２、２２には、支持部材５１、５２を、その内面で揺動（傾斜）可能に支持する屈曲部２
９、２９が形成されている。各屈曲部２９は、ベース本体２１の長手方向に延びている。
【００３１】
　また、ベース部材２におけるベース本体２１の表面（上面）には、下方へ凹んだ一対の
第１凹溝部２３１及び第２凹溝部２３２が設けられている。第１凹溝部２３１及び第２凹
溝部２３２は、ベース本体２１の幅方向（端手方向）における中央部に位置し、ベース本
体２１の長手方向に延設されている。第１凹溝部２３１及び第２凹溝部２３２は、溝底部
２３ａとその両側から立ち上がる一対の溝内壁２３ｂによって形成されている。第１凹溝
部２３１の溝幅は、切替操作部４における第１操作部４１の板厚よりも幅広に形成されて
いる。また、第２凹溝部２３２の溝幅は、切替操作部４における第２操作部４２の板厚よ
りも幅広に形成されている。また、第１凹溝部２３１及び第２凹溝部２３２における各溝
底部２３ａは平坦面として形成されており、そのベース本体２１の頭頂面２１１に比べて
低い位置に形成されている。
【００３２】
　次に、図１５及び１６を併せて参照しながら、切替操作部４の詳細について説明する。
図１５は、綴じ具１における切替操作部４の正面図である。図１６は、綴じ具１における
切替操作部４の側面図である。
【００３３】
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　図１５、１６に示すように、切替操作部４における第１操作部４１及び第２操作部４２
は、それぞれリング３、３の開閉を切り替える際に使用者が押操作するための押操作面４
１２、４２２を有している。各押操作面４１２、４２２は、それぞれ第１操作部４１及び
第２操作部の先端（自由端）側に設けられている。また、押操作面４１２、４２２は使用
者が操作し易いように平面状に形成されており、すべり止めのために溝加工が施されてい
る。更に、切替操作部４における第１操作部４１及び第２操作部４２は、ベース部材２の
第１凹溝部２３１及び第２凹溝部２３２の各溝底部２３ａにそれぞれ当接する当接端部４
１１、４２１を有する。また、第１凹溝部２３１及び第２凹溝部２３２における各当接端
部４１１、４２１は平坦面として形成されている。
【００３４】
　次に、切替操作部４におけるカム体４３の詳細構造について説明する。カム体４３の両
側面には、カム軸４３１、４３１が一体に形成されている。カム軸４３１、４３１は、カ
ム体４３の両側面から同軸に突出している。また、カム軸４３１の外周面の曲率は、ベー
ス部材２における軸受け部２５の内面２５ａの曲率よりも嵌め合い公差分程度に小さく設
定されている。更に、カム体４３は、切替操作部４の回動位置によって各リング３、３の
開閉度を調整するカム部４３２が設けられている。カム部４３２は、リング３、３を閉姿
勢に保持する第１カム部４３２ａと、リング３、３を開姿勢に保持する第２カム部４３２
ｂとを有している（図１６を参照）。
【００３５】
　また、カム体４３の両側面には、カム軸４３１の下方への変位を規制するフランジ状リ
ブ４３４が設けられ、フランジ状リブ４３４の下面には接触部Ａが形成されている。軸受
け部２５にカム体４３を軸支させた際、カム体４３の接触部Ａが軸受け部２５の外面に当
接することで、カム軸４３１が定位置に保たれるようになっている。なお、軸受け部２５
の外面に対して接触部Ａは摺動可能であるため、切替操作部４を操作する際に、カム体４
３を円滑に回動させることができる。
【００３６】
　綴じ具１のリング３、３を閉じる場合、図２に示す第２姿勢の切替操作部４における第
１操作部４１に押下力Ｆ１を作用させることで、カム体４３のカム軸４３１を中心として
破線矢印Ｄ１で示す第１方向へ切替操作部４を回動させる。その結果、切替操作部４が第
２姿勢から図６に示す第１姿勢に切り替えられ、リング３、３が閉じられる。一方、リン
グ３、３を開く場合、図６に示す第１姿勢の切替操作部４における第２操作部４２に押下
力Ｆ２を作用させることで、カム体４３のカム軸４３１を中心として図６に破線矢印Ｄ２
で示す第２方向へ切替操作部４を回動させる。その結果、切替操作部４が図２に示す第２
姿勢に切り替えられ、リング３、３を開けることができる。以下では、リング３、３を開
姿勢から閉姿勢にするために切替操作部４を第２姿勢から第１姿勢に回動させる際の回動
方向を、「第１方向Ｄ１」とする。一方、リング３、３を閉姿勢から開姿勢にするために
切替操作部４を第１姿勢から第２姿勢に回動させる際の回動方向を、「第２方向Ｄ２」と
する。本実施形態の綴じ具１においては、上記第１方向Ｄ１と第２方向Ｄ２とが逆方向に
設定されている。
【００３７】
　次に、支持部材５１、５２について説明する。図１７、１８は、実施形態にかかる支持
部材５１、５２を示す図である。支持部材５１、５２は金属板により帯板状に形成されて
いる。一方の支持部材５１の長手方向の両端付近に位置するリング基端部５１ａに第１半
リング部材３１の基端が固定されて支持され、他方の支持部材５２の長手方向の両端付近
に位置するリング基端部５２ａに第２半リング部材３２の基端が固定されて支持されてい
る。したがって、支持部材５１及び５２の長手方向の両端近くに第１半リング部材３１、
３１及び第２半リング部材３２、３２がそれぞれ固定されている。
【００３８】
　各支持部材５１、５２は、ベース部材２の裏面側に並べて２つ配置され、それぞれがベ
ース部材２の長手方向と直交する側方へ傾斜可能に設けられている。各支持部材５１、５
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２の一方の側辺部がベース部材２の後述する側片部分２２の屈曲部２９の内面によってそ
れぞれ支持され（図２３、２４を参照）、他方の側辺部同士が部分的に上下に重ねられて
いる。
【００３９】
　各支持部材５１、５２は、平面視において、ほぼ左右対称に形成されている。さらに、
左側の支持部材５１と右側の支持部材５２は互いに上下に重なるラップ部分を有している
。綴じ具１では、右側の支持部材５２の他方の側辺部に２つの突出片５２ｂと２つの突出
片受け部５２ｃとが間隔をおいて形成されている。左側の支持部材５１の他方の側辺部に
は、支持部材５２の各突出片５２ｂ及び各突出片受け部５２ｃとそれぞれ対向する位置に
、２つの突出片受け部５１ｃと２つの突出片５１ｂとが間隔をおいて形成されている。
【００４０】
　両支持部材５１、５２の互いに対向する側片部の中央部分には、切替操作部４が第１姿
勢の時にカム体４３の第１カム部４３２ａと当接する当接部５１ｄ、５２ｄがそれぞれ形
成されている。また、支持部材５１、５２の長手方向における当接部５１ｄ、５２ｄの近
傍には、切欠５１ｅ、５２ｅが形成されている。この切欠５１ｅ、５２ｅは、切替操作部
４が第２姿勢の時に、カム体４３の第１カム部４３２ａと支持部材５１、５２との当接を
解除するために形成されている。切欠５１ｅ、５２ｅは支持部材５１、５２を貫通してお
り、ベース部材２内に両支持部材５１、５２が配置された状態で切欠５１ｅ、５２ｅ同士
が組み合わされることで１つの退避穴部５３を形成する。この退避穴部５３は、切替操作
部４が第１姿勢から第２姿勢に切り替えられる際に、カム体４３の第１カム部４３２ａを
収容可能な大きさに形成されており（図２１を参照）、カム体４３の第１カム部４３２ａ
が貫通することで、第１カム部４３２ａが当接部５１ｄ、５２ｄから退避してこれらの当
接を解除するように機能する貫通穴である。更に、支持部材５１、５２は、当接部５１ｄ
、５２ｄと切欠５１ｅ、５２ｅとの間に、傾斜面５１ｆ、５２ｆが設けられている。
【００４１】
　図１９は、実施形態に係る綴じ具１のバネ部材５４を示す図である。ベース部材２に各
支持部材５１、５２が組み付けられた状態において、各支持部材５１、５２とベース本体
２１の側片部分２２との間に、バネ部材５４が装着されている。バネ部材５４は、半リン
グ部材３１、３２の先端部３０同士が離間する方向へ支持部材５２を付勢している。本実
施形態では、バネ部材５４を一方の支持部材５１に対してのみ作用させる構造を採用して
おり、綴じ具１の構造を簡素化している。
【００４２】
　バネ部材５４は、平面視において概略Ｍ形状であって、線材の曲げ加工により形成され
、４つの支点部５５と一つの付勢部５６とを有している。４つの支点部５５は、ベース部
材２の両側の側片部分２２の内面に突き当てる形態でセットされる。その状態において、
バネ部材５４の付勢部５６が支持部材５１の裏面に接触することで、当該支持部材５１の
他方の側片部を上方（ベース本体２１の裏面側）へ付勢するように、付勢部５６の立ち上
がり角度θ及び長さＬが設定されている。
【００４３】
　綴じ具１を組み立てる際には、まず、ベース部材２の側片部分２２を半曲げ状態にして
おく。この状態で、切替操作部４をベース本体２１の裏面側から挿入し、ベース部材２に
装着する。次に、左右の支持部材５１、５２の内側の側片部のラップ部分同士を重ねてベ
ース本体２１の裏面側に配置する。即ち、支持部材５２の突出片受け部５２ｃの上に支持
部材５１の突出片５１ｂを載せ、支持部材５１の突出片受け部５１ｃの上に支持部材５２
の突出片５２ｂを載せた状態で、ベース本体２１の裏面側に支持部材５１、５２を配置す
る。その際、各支持部材５１、５２に取り付けてある半リング部材３１、３２は、スロッ
ト２８を通じてベース本体２１の上方へ導く。そして、この状態で、ベース部材２の側片
部分２２、２２を内側へ曲げ加工する。その後、バネ部材５４を側片部分２２、２２間に
差し渡して装着する。これにより、図１に示す綴じ具１を組み立てることができる。
【００４４】
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　次に、綴じ具１のリング３、３を開閉する際の各部の動作内容について説明する。図２
１、２３はリング３、３が開姿勢のときの要部の状態を示し、図２２、２４はリング３、
３が閉姿勢のときの要部の状態を示す図である。本実施形態において、支持部材５１、５
２は、バネ部材５４によって常に第１半リング部材３１及び第２半リング部材３２を離間
させる方向に付勢されている。
【００４５】
　まず、リング３、３を開姿勢から閉姿勢に切り替える際の動作について説明する。図１
、３～４に示すように、リング３が開姿勢の状態では、第１半リング部材３１及び第２半
リング部材３２の先端部３０は離間している。
【００４６】
　リング３が開姿勢の状態では、切替操作部４は第２姿勢に維持されており、図２１に示
すように、第２操作部４２の当接端部４２１が第２凹溝部２３２の溝底部２３ａに当接し
た状態となっている。第２操作部４２の当接端部４２１が第２凹溝部２３２における溝底
部２３ａに当接している状態では、切替操作部４の第２方向Ｄ２への回動が規制されてい
る。
【００４７】
　更に、この状態において、カム体４３における第１カム部４３２ａは支持部材５１、５
２に設けられた退避穴部５３に退避した状態となっており、これによって支持部材５１、
５２（当接部５１ｄ、５２ｄ）に対して非当接状態となっている。また、この状態におい
て、カム体４３は、第２カム部４３２ｂが傾斜面５１ｆ、５２ｆに当接している。そのた
め、カム体４３の第２カム部４３２ｂが支持部材５１、５２を介してバネ部材５４によっ
て付勢されることによって、切替操作部４には、第２方向Ｄ２へ回動させる力が作用して
いる。これにより、切替操作部４が不用意に第１方向Ｄ１へ回動することを抑制すること
ができ、切替操作部４を第２姿勢に保持することができる。その際、第２操作部４２の当
接端部４２１が第２凹溝部２３２の溝底部２３ａに押し付けられているため、切替操作部
４にガタつきが起こることを好適に抑制することができる。
【００４８】
　更に、第２操作部４２の当接端部４２１とベース部材２における第２凹溝部２３２の溝
底部２３ａは双方共に平坦面であるため、当接端部４２１を溝底部２３ａに面接触させた
状態で切替操作部４を第２姿勢に保持することができる。これにより、切替操作部４が第
２姿勢に保持されている最中に、切替操作部４にガタつきがより一段と生じ難くなる。特
に、本実施形態においては、切替操作部４が第２姿勢にある時に、第２操作部４２の側端
部が第２凹溝部２３２に収容、支持されている。これによれば、切替操作部４に、捻り力
等が不用意に作用したとしても、カム体４３のカム軸４３１に過大な負荷が掛かることを
抑制することができ、カム軸４３１が損傷することを好適に抑制すると共に切替操作部４
のガタつきをより一段と起こり難くすることができる。
【００４９】
　次に、リング３、３を開姿勢から閉姿勢に切り替えるときの動作について説明する。上
記のように、綴じ具１は、リング３、３を支持する支持部材５１、５２は、カム体４３の
第１カム部４３２ａが当接することでリング３、３を閉姿勢に至らせる当接部５１ｄ、５
２ｄと、当接部５１ｄ、５２ｄの近傍に形成されると共に第１カム部４３２ａが退避する
ことでリング３、３を開姿勢に至らせる退避穴部５３とを有している。
【００５０】
　使用者は、切替操作部４における第１操作部４１の押操作面４１２に押下力Ｆ１を作用
させる。その際、押下力Ｆ１がバネ部材５４の付勢力を超えると、カム体４３における第
１カム部４３２ａが支持部材５１、５２における退避穴部５３から乗り上げ、傾斜面５１
ｆ、５２ｆ上を滑動する（図２２を参照）。そして、カム体４３における第１カム部４３
２ａが傾斜面５１ｆ、５２ｆを乗り越え、第１カム部４３２ａが支持部材５１、５２にお
ける当接部５１ｄ、５２ｄと当接する。支持部材５１、５２の当接部５１ｄ、５２ｄに第
１カム部４３２ａが当接すると、支持部材５１、５２が屈曲部２９を支点にして内側の側
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端部が押し下げられる。その結果、リング３における第１半リング部材３１及び第２半リ
ング部材３２の先端部３０同士が当接することで、リング３が閉姿勢となる。その際、支
持部材５１、５２における当接部５１ｄ、５２ｄの近傍に退避穴部５３が設けられている
ため、当接部５１ｄ、５２ｄに対して第１カム部４３２ａを迅速に当接させることができ
る。これにより、リング３、３を閉じる際に必要な切替操作部４の操作量（第１操作部４
１の押下量）を少なくすることができる。
【００５１】
　そして、綴じ具１は、リング３における第１半リング部材３１及び第２半リング部材３
２の先端部３０同士がちょうど当接して閉鎖されるタイミングで、切替操作部４における
第１操作部４１の当接端部４１１が第１凹溝部２３１の溝底部２３ａに当接するように設
計されている。即ち、第１操作部４１の当接端部４１１が第１凹溝部２３１の溝底部２３
ａに当接した時点で、切替操作部４が第１姿勢に切り替えられると共に、リング３、３が
閉姿勢となる。
【００５２】
　ここで、第１操作部４１の当接端部４１１とベース部材２における第１凹溝部２３１の
溝底部２３ａは双方共に平坦面である。そのため、第１操作部４１の当接端部４１１を溝
底部２３ａに面接触させた状態で、切替操作部４を第１姿勢に保持することができる。こ
れにより、切替操作部４が第１姿勢に保持されている最中に、切替操作部４にガタつきが
起こることを好適に抑制できる。特に、本実施形態係る綴じ具１においては、切替操作部
４が第１姿勢の時には、第１操作部４１の側端部が第１凹溝部２３１に収容されることで
、溝底部２３ａ及び一対の溝内壁２３ｂで支持されている。これによれば、切替操作部４
に捻り力等が不用意に作用したとしても、カム体４３のカム軸４３１に過大な負荷が掛か
ることを抑制することができ、カム軸４３１の損傷を好適に抑制できる。また、切替操作
部４のガタつきを好適に抑制することができる。
【００５３】
　次に、リング３、３を閉姿勢から開姿勢に切り替える場合の動作について説明する。リ
ング３、３を閉姿勢から開姿勢に切り替える場合、使用者は、切替操作部４における第２
操作部４２の押操作面４２２に押下力Ｆ２を作用させる。その結果、カム体４３における
第１カム部４３２ａが支持部材５１、５２における傾斜面５１ｆ、５２ｆを滑動し、退避
穴部５３に退避する。その結果、第１カム部４３２ａと当接部５１ｄ、５２ｄの当接が解
除され、各支持部材５１、５２の内側端部がバネ部材５４の付勢力によって押し上げられ
る。これにより、リング３、３における第１半リング部材３１及び第２半リング部材３２
の先端部３０同士が離間し、リング３、３が開姿勢となる。ここで、支持部材５１、５２
における当接部５１ｄ、５２ｄと退避穴部５３とが近接した位置に配置されているため、
当接部５１ｄ、５２ｄに対する第１カム部４３２ａの当接の解除を迅速に行うことができ
る。
【００５４】
　更に、綴じ具１の切替操作部４は、カム体４３の第１カム部４３２ａが支持部材５１、
５２における当接部５１ｄ、５２ｄに当接している状態から退避穴部５３に退避する退避
方向、即ち第２方向Ｄ２（図６を参照）に当該第１カム部４３２ａを回動させる際、第１
カム部４３２ａが退避穴部５３に退避した時点で第２操作部４２の当接端部４２１（回動
規制部）が第２凹溝部２３２の溝底部２３ａに当接するように設計されている。これによ
り、カム体４３における第１カム部４３２ａが退避穴部５３に退避した時点で、第１カム
部４３２ａの第２方向Ｄ２への回動が規制される。これによれば、リング３、３を開く際
には、カム体４３における第１カム部４３２ａが退避穴部５３に退避した時点で、切替操
作部４の第２姿勢への切り替えが完了するため、リング３を閉姿勢から迅速に開姿勢に切
り替えることができる。
【００５５】
　また、リング３、３を開姿勢から閉姿勢に切り替える際にも、切替操作部４における第
１操作部４１の押下時において、カム体４３の第１カム部４３２ａが退避穴部５３から当
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接部５１ｄ、５２ｄに乗り上げるまでのクリアランス（あそび）が少ないため、カム体４
３の第１カム部４３２ａを当接部５１ｄ、５２ｄに当接させるまでに要する第１操作部４
１の操作量（押下量）を少なくすることができる。つまり、リング３、３を開姿勢から閉
姿勢へと迅速に切り替えることができる。
【００５６】
　また、本実施形態における綴じ具１によれば、支持部材５１、５２の当接部５１ｄ、５
２ｄにおける退避穴部５３との境界位置には、カム体４３の第１カム部４３２ａが退避穴
部５３から当接部５１ｄ、５２ｄに乗り上げる際に当該第１カム部４３２ａを滑動させる
傾斜面５１ｆ、５２ｆが設けられている。これによれば、リング３、３を開姿勢から閉姿
勢に切り替える際、カム体４３の第１カム部４３２ａを退避穴部５３から当接部５１ｄ、
５２ｄに円滑に変位させることができる。
【００５７】
　更に、退避穴部５３は、支持部材５１、５２を貫通し、カム体４３の第１カム部４３２
ａを挿通可能な大きさを有する貫通穴として形成されているため、カム体４３の第１カム
部４３２ａの最大リフト量の設計値が大きくても、カム体４３の第１カム部４３２ａを退
避穴部５３に逃がすことで第１カム部４３２ａと当接部５１ｄ、５２ｄとの当接状態を容
易に解除できる。従って、切替操作部４を第１姿勢と第２姿勢との間で切り替える際の回
動範囲を小さく設計しても、第１カム部４３２ａの最大リフト量を増やすことで、好適に
リング３を開閉することができる。但し、退避穴部５３は、支持部材５１、５２を貫通す
る貫通穴に限られない。退避穴部５３は、第１カム部４３２ａを収容可能な支持部材５１
、５２に設けられた凹部であってもよい。ここでいう凹部とは、支持部材５１、５２に設
けられた非貫通穴であり、例えば他の部位に比べて凹んだ（窪んだ）部位である。
【００５８】
　以上のように、本実施形態における綴じ具１の切替操作部４によれば、リング３、３を
開姿勢から閉姿勢に切り替える際に操作する第１操作部４１と、リング３、３を閉姿勢か
ら開姿勢に切り替える際に操作する第２操作部４２とを個別に有している。そのため、リ
ングの開姿勢時と閉姿勢時を一つの操作レバーを略１８０°回動操作することで実現する
従来の綴じ具と比較して、リング開閉時における使用者による切替操作部の操作量を少な
くすることができる。更に、綴じ具１の切替操作部４は、第１操作部４１を押操作して第
１姿勢に至らせるための切替操作部４の回動方向である第１方向Ｄ１と、第２操作部４２
を押操作して第２姿勢に至らせるための切替操作部４の回動方向である第２方向Ｄ２とが
逆方向であるため、リング開閉時における使用者による切替操作部４の操作量を好適に少
なくすることができる。
【００５９】
　また、綴じ具１の切替操作部４は、第２姿勢の状態では第１操作部４１がベース部材２
の第１凹溝部２３１に接近する方向に押下されることで第１方向Ｄ１に回動して第１姿勢
に至り、第１姿勢の状態では、第２操作部４２がベース部材２の第２凹溝部２３２に接近
する方向に押下されることで第２方向Ｄ２に回動して第２姿勢に至る構造となっている。
即ち、リング３の開閉操作において、使用者は、第１操作部４１又は第２操作部４２を下
方に押し込む操作を行うだけで、リング３を開閉することができるため、操作レバーを略
１８０°回動操作することによってリングの開閉を切り替える従来の綴じ具と比較して、
リング開閉時における使用者による切替操作部の操作量をより少なくすることができる。
【００６０】
　更に、綴じ具１の切替操作部４は、第１操作部４１及び第２操作部４２の先端側が自由
端となっており、これらが略Ｖ字形状を形成するようにカム体４３から延出している。更
には、カム軸４３１に直交する仮想平面において、第１操作部４１の当接端部４１１の一
端と他端とを結ぶ線分から延出する第１仮想直線と第２操作部４２の当接端部４２１の一
端と他端とを結ぶ線分から延出する第２仮想直線とが、鈍角（より詳しくは、９０°より
も大きく１８０°よりも小さい角度）に交差するように当接端部４１１及び当接端部４２
１同士の相対角度が規定されている（図２１、２２等を参照）。
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【００６１】
　そのため、切替操作部４が第１姿勢のときには、第２操作部４２の当接端部４２１がベ
ース部材２の第２凹溝部２３２から離間し、且つ当該第２凹溝部２３２の上方空間を斜め
に延伸するような姿勢に第２操作部４２が保持されることになる。同様に、切替操作部４
が第２姿勢のときには、第１操作部４１の当接端部４１１がベース部材２の第１凹溝部２
３１から離間し、且つ当該第１凹溝部２３１の上方空間を斜めに延伸するような姿勢に第
２操作部４２が保持されることになる。これにより、使用者は、切替操作部４が第２姿勢
のときは第１操作部４１を下方に押し込む操作を行うことで第１姿勢に切り替えることが
できる一方、切替操作部４が第１姿勢のときは第２操作部４２を下方に押し込む操作を行
うことで第２姿勢に切り替えることができる。つまり、切替操作部４の第１操作部４１又
は第２操作部４２を押し下げるという単純な操作を行うだけで、リング３の開閉を切り替
える操作を簡単に行うことができる。
【００６２】
　更に、綴じ具１のベース部材２は、第１凹溝部２３１及び第２凹溝部２３２の溝底部２
３ａが平坦面として形成されている。これにより、切替操作部４が第１姿勢のときには、
第１操作部４１の当接端部４１１を溝底部２３ａに面接触させた状態に保持することがで
きる。同様に、切替操作部４が第２姿勢のときには、第２操作部４２の当接端部４２１を
第２凹溝部２３２の溝底部２３ａに面接触させた状態に保持することができる。これによ
れば、第１姿勢及び第２姿勢の何れにおいても切替操作部４にガタつきが起こることを好
適に抑制することができる。
【００６３】
　更に、ベース部材２における第１凹溝部２３１及び第２凹溝部２３２は何れも、溝底部
２３ａ及び一対の溝内壁２３ｂを有する溝形状であるため、切替操作部４が第１姿勢にあ
る時には第１操作部４１の当接端部４１１を含む側端部をベース部材２の第１凹溝部２３
１に受け入れた状態で保持することができる。同様に、切替操作部４が第２姿勢にある時
には第２操作部４２の当接端部４２１を含む側端部をベース部材２の第２凹溝部２３２に
受け入れた状態で保持することができる。これにより、切替操作部４を操作していない時
には、切替操作部４を第１姿勢又は第２姿勢に安定して保持することができる。
【００６４】
　例えば、切替操作部４に対してカム軸４３１を捻じるような力が不用意に作用したとし
ても、カム体４３のカム軸４３１に作用する負荷が低減されるため、カム軸４３１の損傷
を好適に抑制することができる。本実施形態においては、当接端部４１１、当接端部４２
１がそれぞれ本発明における第１当接端部、第２当接端部に相当する。また、ベース部材
２における第１凹溝部２３１及び第２凹溝部２３２が、本発明における第１溝部、第２溝
部に相当する。また、第１凹溝部２３１及び第２凹溝部２３２における各溝底部２３ａが
、それぞれ第１ストッパ部、第２ストッパ部に相当する。
【００６５】
　また、本実施形態の綴じ具１は、切替操作部４が第１姿勢の状態において、ベース部材
２における第１凹溝部２３１の溝底部２３ａに当接する第１操作部４１の当接端部４１１
と、カム体４３のカム軸４３１（回動軸）の軸心とが略同一直線上に位置するように構成
されている。これによれば、ベース部材２の軸受け部２５、２５に軸支されるカム軸４３
１の配置位置を低くすることができる。そのため、ベース本体２１の一部を湾曲させて軸
受け部２５、２５を形成する際の加工が容易となる。
【００６６】
　また、本実施形態における綴じ具１は、切替操作部４の頭頂部が、リング３、３の頭頂
部よりも低い位置に設定されている。より具体的には、第２姿勢の時において、第１操作
部４１の押操作面４１２が第１半リング部材３１及び第２半リング部材３２の先端部３０
が配置される位置よりも低く、第１姿勢の時において、第２操作部４２の押操作面４２２
が第１半リング部材３１及び第２半リング部材３２の先端部３０が配置される位置よりも
低くなるように、切替操作部４が構成されている。これによれば、リング３、３の開閉操
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作の際に、第１操作部４１及び第２操作部４２が回動する際に推移する軌跡とリング３、
３が開閉する際に推移する軌跡とが交差することを抑制できる。その結果、使用者が切替
操作部４を操作しリング３、３を開閉する際に、第１半リング部材３１及び第２半リング
部材３２の先端部３０同士の間に指を挟んでしまうことを抑制できる。
【００６７】
　図２０は、本実施形態に係る綴じ具１のリング３、３を説明する図である。（ａ）は綴
じ具１の部分斜視図、（ｂ）は綴じ具１のリング３、３の平面図である。図示のように、
リング３、３を構成する第１半リング部材３１と第２半リング部材３２は、先端部３０が
凸端面３０１（最先端面）、凹端面３０２（中先端面）、接続面３０３によって形成され
ている。先端部３０には切欠き凹部３０４が設けられている。先端部３０の凸端面３０１
は切欠き凹部３０４が設けられていない部分の端面であり、凹端面３０２は切欠き凹部３
０４に対応する部分の端面である。また、接続面３０３は、凸端面３０１及び凹端面３０
２を接続する面であり、各半リング部材３１、３２の延伸方向に沿って形成されており、
凸端面３０１及び凹端面３０２と略直交している。
【００６８】
　切欠き凹部３０４は、先端部３０における凹端面３０２及び接続面３０３によって形状
が画定されている。符号３０５は、先端部３０における凸端面３０１及び接続面３０３に
よって画定される先端凸部である。先端凸部３０５と切欠き凹部３０４は、互いに相補的
な関係にあり、各半リング部材３１、３２の一方の切欠き凹部３０４は他方の先端凸部３
０５を受容可能であり、他方の切欠き凹部３０４は一方の先端凸部３０５を受容可能であ
る。
【００６９】
　そして、切替操作部４が第２姿勢から第１姿勢に切り替えられることで、第１半リング
部材３１と第２半リング部材３２の先端部３０とが互いに当接し、以てリング３が閉じら
れる。その際、各半リング部材３１、３２の一方の凸端面３０１が他方の凹端面３０２に
当接し、他方の凸端面３０１が一方の凹端面３０２に当接することで、各半リング部材３
１、３２の先端部３０同士の閉鎖が完了する。本実施形態における綴じ具１は、切替操作
部４を第２姿勢から第１姿勢に切り替える際、第１操作部４１の当接端部４１１が第１凹
溝部２３１の溝底部２３ａに当接して第１方向Ｄ１への回動が規制（制限）される時点で
、各半リング部材３１、３２の一方の凸端面３０１が他方の凹端面３０２に当接し、他方
の凸端面３０１が一方の凹端面３０２に当接するように調整されている。
【００７０】
　本実施形態におけるリング３、３によれば、切替操作部４を第２姿勢から第１姿勢に切
り替える過程（途中）において、切替操作部４の第１方向Ｄ１への回動が規制される回動
終了位置に至る前に、各半リング部材３１、３２の接続面３０３同士が互いに対向した状
態となる。このように、切替操作部４を第２姿勢から第１姿勢に切り替える過程（途中）
において、各半リング部材３１、３２の一方の凸端面３０１が他方の凹端面３０２に当接
する前の状態においても、各半リング部材３１、３２の接続面３０３同士が互いに対向す
ることにより、実質的に閉ループを形成することができる。従って、例えば切替操作部４
を第１姿勢に保持した状態において、何らかの原因によってリング３、３に外力が加わる
ことで各半リング部材３１、３２が離間する方向に僅かに回動してしまったとしても、各
半リング部材３１、３２の接続面３０３同士が互いに対向した状態が維持されることで、
綴じている紙葉がリング３、３から脱落することを抑制することができる。なお、各半リ
ング部材３１、３２の接続面３０３同士が互いに対向して相対スライドする際に、接続面
３０３同士が摺接してもよいし、離間した状態でスライドしてもよい。
【００７１】
　ここで、接続面３０３の長さ、即ち凸端面３０１及び凹端面３０２の段差寸法は特に限
定されないが、２～３ｍｍ程度とする態様が例示できる。また、リング３、３の径に応じ
て接続面３０３の長さ寸法を決定してもよい。リング３、３の径が大きく、綴じ具１に綴
じる紙葉の量が多い場合には、リング３、３に加わる外力も大きくなることが想定される
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に設定してもよい。
【００７２】
　本実施形態では、リング３を構成する二つの半リング部材３１、３２を左右対称に形成
したが、これには限られず、リングを正面視Ｄ形状としてもよい。また、本実施形態にお
ける綴じ具１においては２つのリング３、３を備えているが、リング３の数は特に限定さ
れない。即ち、綴じ具１は、１つのリング３を備えていても良いし、３つ以上のリング３
を備えていてもよい。なお、本実施形態の綴じ具１においては、ベース部材２の長手方向
において、リング３、３同士の中間部（中央部）に切替操作部４を設けるようにしている
。これによれば、切替操作部４を操作することによってカム体４３の第１カム部４３２ａ
と当接部５１ｄ、５２ｄとの当接とその解除を切り替えた際に、支持部材５１、５２を円
滑に変位させ易くなる。
【００７３】
　なお、上記した種々の内容は、本発明の技術的思想を逸脱しない範囲において可能な限
り組み合わせることができる。
【符号の説明】
【００７４】
１・・・綴じ具
２・・・ベース部材
２１・・・ベース本体
２２・・・側辺部分
２３１・・・第１凹溝部
２３２・・・第２凹溝部
３・・・リング
３０・・・先端部
３１・・・第１半リング部材
３２・・・第２半リング部材
４・・・切替操作部
４１・・・第１操作部
４２・・・第２操作部
４３・・・カム体
５１、５２・・・支持部材
５３・・・退避穴部
５４・・・バネ部材
Ａ・・・接触部
Ｋ・・・開放部分
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